
未来へアクセス
Access to the Future

古紙パルプ配合率100％再生紙を使用しています 大豆油インキ使用 

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数

配当金受領株主確定日

定時株主総会基準日

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

同 取 次 所

郵 便 物 送 付 先

お 問 合 せ 先

名 義 書 換 手 数 料

公 告 方 法

証 券 コ ー ド

株 主 優 待 制 度

毎年4月1日から翌年3 月31日までの1年

6 月

100株

3 月31日および中間配当を行うときは 9 月30日

3 月31日

東京都中央区八重洲一丁目2番1号（〒103-8670）

みずほ信託銀行株式会社

大阪市北区曽根崎二丁目11番16号（〒530-0057）

みずほ信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部

みずほ信託銀行株式会社　本店および全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

東京都江東区佐賀一丁目17番 7 号（〒135-8722）

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話　0120-288-324

ホームページアドレス http://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/

無料

電子公告といたします。

ただし、電子公告による公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載する方法といたします。

9902

毎年 9 月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載

または記録された所有株式数100株以上の株主様に対して

当社指定粗品を贈呈いたします。

株主メモ

http://www.nichiden.com

未来へアクセス 

第55期 事業報告書
平成17年4月1日から平成18年3月31日まで
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To Our Shareholders
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株主の皆様へ

株主の皆様には、平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげます。当社第55期（平成

17年4月1日から平成18年3月31日まで）の営業の概況についてご報告申しあげます。

当期におけるわが国経済は、設備、雇用、債務の「三つの過剰」の解消が、設備投資の

増加、個人消費の好転にもつながり、着実に自律的回復軌道をたどりました。

当社を取り巻く機械工具関連業界におきましては、更新設備投資、新規設備投資による

機械設備の高度化により、機械受注も高水準の状況で、工作機械をはじめ、各種機械器具

の周辺機器まで、幅広く好調に推移いたしました。

このような状況の下で、当社におきましては、「21世紀　日伝の成長基盤を確立するた

めの第二ステージ」の最終章として、過去の考えにとらわれない経営改革をより一層推進

し、あらゆるステークホルダーの信頼と評価を得るべく、企業価値の向上に取り組んでま

いりました結果、本年2月20日に東京証券取引所市場第一部に上場することができました。

営業面におきましては、前期に引き続き製造業の高度化に必要な制御機器関連の取扱商

品の拡大を図ることにより、当社の主力であります動力伝導商品とのシナジー効果が寄与

し、販売拡大につながりました。一方、需要が逼迫する中、市場ニーズを先取りし在庫商

品の見直しを行うことにより、多品種少量、短納期に対応するなど、顧客重視の営業展開

に努めてまいりました。

情報面におきましては、「WebACCESS」を進化させ数多くの機能と情報を提供、業務

効率の向上に取り組み、一定の評価を得ることができました。また、本年1月には、大手製

造業のMRO市場の確保とディーラーの支援、利便性の向上を目指し、株式会社山善と共同

出資で電子購買のポータルサイトの企画・運営会社「株式会社プロキュバイネット」を設

立いたしました。

設備面におきましても、業務効率を高めるため11月に広島営業所、1月に小山営業所の

建て替えを実施し、手狭になりました高崎営業所、熊本営業所の移転も行いました。

この結果、当期におきましては、売上高896億5千9百万円（前期比8.2％増）、経常利

益53億8千3百万円（前期比14.8％増）、当期純利益31億4千4百万円（前期比15.0％増）

と増収増益となりました。

今後の国内の景気の見通しにつきましては、金融緩和政策解除による金利の上昇、原油

価格の更なる高騰などの懸念材料はあるものの、引き続き自律的回復軌道にのり、景気は

着実に拡大するものと思われます。

こうした中で当社におきましては、「日伝のコーポレートガバナンスのあるべき姿の追求

と内部統制の確立」を経営方針とし、想定される将来の環境変化に対応すべく、全社的な

業務の洗い出し・見直し・改善に取り組んでまいります。具体的には、経営全般を統括す

る経営企画本部を設け、法令遵守から企業倫理まで全社員が自律的に遵守するための規範

を整備するコンプライアンス室の設置を行い、将来の業容、規模、人材の流動化、少子化

など長期的視点に立ち、日伝の基本的な枠組みの再構築に取り組んでまいります。

営業面におきましては、取引先の皆様に浸透し始めたインターネット受発注システム

「WebACCESS」を通じ、集中購買や電子調達といった既存商品にとどまらない幅広い商

品群や新しい取引形態に対応したビジネルモデルを実践するため、取引先の皆様とともに

新たな営業活動に取り組んでまいります。一方では、「ちょっとえんじにありんぐ」、「加工

センター」といった得意先のニーズに応える専門分野の充実により、新規顧客の開拓にも

取り組んでまいります。

設備面におきましては、大阪市中央区（登記上の本店所在地）における新本社ビル建設

に本格的に着手するほか、業務全般の効率や生産性の向上を目指して、新基幹システムの

構築や物流センターの再構築の計画も策定し、顧客ニーズを満足させるハード面にとどま

らずソフト面においても全社的な業務効率を高め、業績の確保に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。

平成18年6月

代表取締役社長
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各種減速機、各種変速機
チェーン伝導用品、ベルト伝導用品、歯車伝導用品、各種カップリ
ング、その他伝導関連商品
ベアリング、直動機器、ベアリングユニット、その他軸受関連商品
金属材料、合成材料、セラミック、新素材

動力伝導機器分野
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商品別売上高の状況

主要な取扱い商品
減速機、変速機、伝導用品、軸受、工業用材料

チェーン伝導用品、伝導関連用品が

好調に推移し、売上高396億6千4

百万円（前期比6.5％増）となりま

した。

油圧機器、空圧機器、真空機器、各種ホース・チューブ・継手他

シーケンスコントローラ、アクチュエータ、各種センサ、計装機器、盤用

機器、ロボット、ナットランナー、メカトロパーツ、配管機材・周辺機器、

通信・ネットワーク機器他

産業機器分野
動力伝導機器分野 産業機器分野 

制御機器分野 

44.2％ 

22.3％ 

33.5％ 

■商品別売上高の推移（単位：億円） 

第55期 

372
396

第53期 第54期 

328

各種コンベヤ、各種搬送機器、昇降

揚重機が好調に推移し、売上高

199億4千2百万円（前期比7.0％

増）となりました。

186

151

■商品別売上高の推移（単位：億円） 

第55期 

199

第53期 第54期 

油圧機器、空圧機器、アクチュエー

タ、各種センサ、ロボット、ナット

ランナーなどが好調に推移し、売上

高300億5千2百万円（前期比

11.4%増）となりました。

269

235

■商品別売上高の推移（単位：億円） 

第55期 

300

第53期 第54期 

制御機器分野

各種コンベヤ、各種搬送機器、昇降揚重機、立体自動倉庫、マテハンシ

ステム

包装・梱包システム機器

各種モータ、送排風機、集塵装置、各種ポンプ、その他機械器具関連商

品

※第54期の1株当たり配当額40円は、創業70周年記念配当4円を含んでおります。
※第55期の1株当たり配当額45円は、東証第一部上場記念配当5円を含んでおります。

Company Overview/Operations Review
事業の紹介

主要な取扱い商品
荷役運搬機器、モータ、環境機器、FAシステム、包装･梱包システム

主要な取扱い商品
油圧機器、空圧機器、電気、電子

期　　別 第51期
（平成14年3月）

第52期
（平成15年3月）

第53期
（平成16年3月）

第54期
（平成17年3月）

第55期
（平成18年3月）

主要な経営指標の推移

売上高

動力伝導機器

産業機器

制御機器

経常利益

当期純利益

資本金

純資産額

総資産額

1株当たり純資産額

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（円）

60,489

27,588

14,367

18,533

2,718

1,081

5,368

36,063

45,344

2,262.70

62,892

29,199

14,321

19,372

2,782

1,415

5,368

36,832

48,377

2,309.02

71,577

32,881

15,133

23,562

3,492

1,895

5,368

37,264

50,996

2,491.68

82,856

37,244

18,639

26,972

4,691

2,734

5,368

40,656

53,907

2,618.03

89,659

39,664

19,942

30,052

5,383

3,144

5,368

46,538

62,151

2,916.12

期　　別 第51期
（平成14年3月）

第52期
（平成15年3月）

第53期
（平成16年3月）

第54期
（平成17年3月）

第55期
（平成18年3月）

1株当たり配当額

1株当たり当期純利益

自己資本比率

自己資本利益率

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

従業員数

（円）

（円）

（％）

（％）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（人）

20.00

86.29

76.1

3.9

2,458

982

△323

13,325

588

20.00

67.85

79.5

3.0

1,594

138

△325

10,206

585

30.00

117.22

73.1

5.1

1,689

△1,299

△2,072

11,638

601

40.00

177.21

75.4

7.0

1,862

△448

509

13,564

622

45.00

198.32

74.9

7.2

2,877

△2,128

1,136

15,450

650



第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

0

600

（億円） 
700

500

400

300

200

100

453
483

509
539

第55期 
H18.3

621

（億円） 

第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

0

500

400

300

200

100

360 368 372
406

第55期 
H18.3

465

総資産額 

純資産額 

売上高 

経常利益／当期純利益 

第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

第55期 
H18.3

0

900

（億円） 
1,000

604 628

715

828

896

第56期（見通し） 
　H19.3

第56期（見通し） 
　H19.3

800

700

600

500

400

300

200

100

第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

第55期 
H18.3

0

50

40

30

20

10

27 27

34

46

10

（億円） 経常利益 
60

当期純利益 

14

27

53

31

56

32

18

960
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財務諸表
Non-Consolidated Financial Statements

第54期
（平成17年3月31日現在）

第55期
（平成18年3月31日現在）

43,750

15,583

12,220

11,296

3,890

877

△　119

18,401

7,004

219

11,177

62,151

13,235

2,677

7,648

2,908

2,377

15,612

5,368

7,283

31,314

2,578

△　　4

46,538

62,151

39,976

13,685

11,839

10,162

3,663

804

△　179

13,930

6,648

297

6,984

53,907

11,962

2,429

6,829

2,702

1,288

13,250

5,368

6,283

28,840

925

△　760

40,656

53,907

科　　目

【資産の部】

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

商品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

【負債の部】

流動負債

支払手形

買掛金

その他

固定負債

負債合計

【資本の部】

資本金

資本剰余金

利益剰余金

株式等評価差額金

自己株式

資本合計

負債及び資本合計

（単位：百万円）比較貸借対照表（要旨） （単位：百万円）比較損益計算書（要旨）

89,659

84,623

5,035

549

201

5,383

70

65

5,387

2,345

△　101

3,144

3,433

－

6,577

82,856

78,504

4,352

496

158

4,691

170

146

4,715

2,130

△　149

2,734

3,416

48

6,103

第55期
平成17年4月 1 日から
平成18年3月31日まで

第54期
平成16年4月 1 日から
平成17年3月31日まで

科　　目

営業収益

営業費用

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

自己株式処分差損

当期未処分利益

（ ） （ ）
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財務諸表
Non-Consolidated Financial Statements

株式情報
Stock Information

第54期第55期

6,577

0

6,577

717

55

（5）

2,000

3,805

1,000

1,000

6,103

0

6,103

620

50

（5）

2,000

3,433

－

－

科　　目

（1）当期未処分利益の処分

当期未処分利益

任意積立金取崩額

固定資産圧縮積立金取崩額

計

これを次のとおり処分いたします。

利益配当金

役員賞与金

（うち監査役賞与金）

任意積立金

別途積立金

次期繰越利益

（2）その他資本剰余金の処分

その他資本剰余金

自己株式処分差益

これを次のとおり処分いたします。

その他資本剰余金次期繰越額

自己株式処分差益

（単位：百万円）利益処分

第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

第55期 
H18.3

第51期 
H14.3

第52期 
H15.3

第53期 
H16.3

第54期 
H17.3

第55期 
H18.3

1株当たり当期純利益 

1株当たり純資産額 

（円） 

0

200

67.8

86.2

117.2

177.2

198.3

160

120

80

40

0

2,500

（円） 
3,000

2,262.7 2,309.0
2,491.6

2,618.0

2,000

1,500

1,000

500

2,916.1

株主名 持株数 議決権比率

日伝共栄会

西木利彦

西木　進

株式会社みずほ銀行

株式会社百十四銀行

有限会社ニシキ興産

日伝従業員持株会

西木利博

三ツ星ベルト株式会社

株式会社りそな銀行

9.74

8.78

4.66

3.76

3.39

3.29

2.95

2.42

2.09

2.04

■会社が発行する株式の総数

■発行済株式の総数

■株主数

■大株主（上位10名）

63,000,000株

15,943,000株

3,767名

1,551

1,399

743

600

541

523

470

385

333

325

千株 ％

■株価の推移

 

個人その他　3,469名 
7,790,985株　48.87％ 

金融機関　24名 
2,684,100株　16.84％ 

法人　254名 
5,382,032株　33.75％ 

証券会社　20名 
85,883株　0.54％ 

 
1千株未満　2,788名 
568,051株 　3.56％ 

1千株以上　831名 
1,715,480株　10.76％ 

1万株以上　119名 
3,273,276株　20.53％ 

10万株以上　23名 
5,026,493株　31.53％ 

50万株以上　6名 
5,359,700株　33.62％ 

2,000

2,400

1,600

2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

4,800

5,200
（株価：円） 

2004.4 2004.5 2004.6 2004.7 2004.8 2004.9 2004.10 2004.11 2004.12 2005.1 2005.2 2005.3

400,000
（売買高：株） 

200,000

0
2005.4 2005.5 2005.6 2005.7 2005.8 2005.9 2005.10 2005.11 2005.12 2006.1 2006.2 2006.3

株式の状況（平成18年3月31日現在）

■所有者別株式分布状況

■所有株式数別株式分布状況
普通配当 40円
記念配当 5円1株につき（ ） 普通配当 36円

記念配当 4円1株につき（ ）



このたび、当社株式は東京証券取引所からのご承認をいただき、平
成18年2月20日より、東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。
これもひとえに、皆様方の温かいご支援、ご指導の賜物と心より

感謝申しあげます。
つきましては、皆様方のご期待に、一層お応えすべく、役員はじ

め、社員一同、決意新たに企業の社会的使命と責任を強く自覚し、
社業の発展に全力を尽くす所存でございます。
今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申しあげます。
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株式情報
Stock Information
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当期の利益配当金につきましては、当初目標を達成し増収増益の好業績を収めることができましたので、株主の皆様のご支援に

お応えするため前期配当36円に増配4円を加え普通配当40円に、さらに平成18年2月20日に東京証券取引所市場第一部へ上場い

たしましたので、その上場を記念いたしました記念配当5円を加え、1株につき45円（年間）にて実施いたしました。

なお、当社の配当方針は、平成16年5月の取締役会で「配当性向20％以上、1株当たり20円を下限とする。」と定めております。

株主様の日頃のご愛顧にお応えするため、

次のとおりご優待品を贈呈させていただき

ます。

●基準日　　9月30日

●贈呈日　　12月中

1,000株以上保有（一律）
《無洗米2kg詰め3パック》

100株以上1,000株未満保有（一律）
《さぬきうどん300g× 3 袋（ 9 人前）》

株主優待制度のお知らせ

■配当性向／1株当たり配当金

〈新築〉

〈住居表示の変更〉

事業所のご案内

平成17年11月28日

〒733-0833
住所：広島市西区商工センター4-14-21
TEL：（082）277-4050 FAX：（082）277-0793

建物が手狭になりました広島・小山両営業所を現敷地内におきまして建て替えをいたしました。
業務効率を高めるとともに、これまで以上に販売力を強化してまいります。

広島営業所 平成18年1月30日

〒323-0042
住所：栃木県小山市外城110-34
TEL：（0285）25-0102 FAX：（0285）25-0844

小山営業所

堺営業所 平成18年4月より変更
堺市の政令指定都市への移行に伴い、堺営業所の住居表示が変更になりました。
〒590-0943 大阪府堺市堺区車之町東2丁2-19（郵便番号は変更ありません。）

株式会社日伝並びに株式会社山善は、平成18年1月に共同出資による電子調達ポータル
サイトを運営するための共同出資会社　株式会社プロキュバイネットを設立し、大手製造
業を中心として拡大を見せている工場関連の副資材・消耗部材の電子調達に対応すること
を目指しております。

東京証券取引所市場第一部上場のお知らせ配当金のご案内

当社株式は、すでに東京証券取引所の制度信用銘柄に選定されていましたが、平成18年5月22日から新たに「貸借銘柄」に選定

されました。

今回の選定により、当社株式は貸借取引の対象となり、株式の流動性がさらに向上し、売買の活性化および公正な価格形成が促

進されるものと期待しております。

貸借銘柄選定のお知らせ

共同出資会社設立のお知らせ
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「環境配慮型商品」への取り組み ホームページリニューアル IRインフォメーション

テーマ別に環境対策パンフレットを随時発刊し、お客様の問題解決にタイムリーにお応えできるよう、情
報発信しております。

テーマ別環境対策パンフレットの発刊

投資家の皆様へのIR情報をはじめ、会社案内、採用情報、取扱
商品、新着情報など検索・閲覧のシステムを一新して迷わず進め
るようナビゲーションが大きく改善され、使い勝手の良いホーム
ページにリニューアルいたしました。

新商品など新着情報を随時更新し、常に最新の情
報をお届けいたします。

環境機器製品ご案内ホームページ

2006年7月よりEU全域で施行される、RoHS指令（電気・電子機器に対する特定有害物質の使用制限に
関する指令）の対応について、当社の各物流センターにて在庫する全商品を、RoHS指令の対応／非対応商
品の判定を完全実施、峻別管理し、お客様からのRoHS対応品要求にも迅速且つ確実な対応を進めています。

RoHS指令対策

この画面から、カテゴリー毎に製品
を検索することができます。製品の
写真・主な仕様等が分かります！

従来の総合カタログ及びカテゴ
リー別ダイジェストカタログも
ホームページ内にてご請求いた
だけます。

2005年3月期第3四半期決算発表

2005年のIRカレンダー

1/27 ▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

第3四半期決算説明会スモールミーティング1/28

個人投資家向け会社説明会（日経IRフェアー）1/29

個人投資家向け会社説明会（東京自治労会館）2/26

2005年3月期決算発表5/9

アナリスト向け決算説明会（東京）5/11

アナリスト向け決算説明会（大阪）5/12

業界紙向け決算説明会（当社本社）5/16

第54期定時株主総会6/21

2006年3月期第1四半期決算発表7/28

第1四半期決算説明会スモールミーティング8/2

個人投資家向け会社説明会（日経IRフェアー）9/17

2006年3月期中間決算発表11/8

▲ アナリスト向け中間決算説明会（大阪）11/28

▲ アナリスト向け中間決算説明会（東京）11/30

2006年3月期第3四半期決算発表

2006年のIRカレンダー
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▲

▲

▲

▲

▲

2006年3月期決算発表5/10

業界紙向け決算説明会（当社本社）5/15

アナリスト向け決算説明会（東京）5/31

アナリスト向け決算説明会（大阪）6/8

第55期定時株主総会6/21
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会社情報
Corporate Data

会社の概要（平成18年3月31日現在）

商号

英文社名

設立

本店所在地

本社所在地

資本金

従業員数

昭和27年 1 月26日

大阪市中央区上本町西一丁目 2 番16号
（同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記で行っております。）

大阪府東大阪市本庄西二丁目 3 番27号

53億 6 千 8 百万円

650名

事務所

役員（平成18年6月21日現在）

取締役会長

代表取締役社長

代表取締役専務

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

常勤監査役

常勤監査役

監査役

監査役

西 木 　 進
西 木 利 彦
陰 山 俊 治
西 木 利 博
佐 渡 　 宏
北 川 憲 三
野 村 純 一
森 田 久 孝
沢 田 恒 夫
西 　 恵 介
榊 原 恭 平
石 谷 勇 児
酒 井 義 之
木 村 久 志
金 子 重 勝
宮 本 武 重
小 山 章 松

（注）監査役のうち、宮本武重、小山章松の両氏は、社外監査役であります。

東部地区担当

情報開示・IR担当、社長特命事項担当

経営企画本部長兼情報システム部長

営業統括兼営業本部長

中部ブロック長

中部MEシステム部長

近畿MEシステム部統括部長

西部ブロック長兼九州支店長

東部ブロック長

管理本部長兼総務部長

近畿ブロック長

【東部ブロック】
東 京 支 店
札 幌 営 業 所
仙 台 営 業 所 　
郡 山 営 業 所
新 潟 営 業 所
水 戸 営 業 所
小 山 営 業 所
高 崎 営 業 所
埼 玉 営 業 所
上 田 営 業 所
千 葉 営 業 所
横 浜 営 業 所
南関東営業所
西東京営業所

〒115-8567  東京都北区神谷3-47-4
〒065-0016  札幌市東区北16条東3-24-16
〒983-0043  仙台市宮城野区萩野町2-12-7
〒963-8851  福島県郡山市開成6-201-2
〒950-0812  新潟市豊2-1-9
〒310-0913  水戸市見川町2563-16
〒323-0042  栃木県小山市外城110-34
〒370-0046  群馬県高崎市江木町1458-1
〒331-0804  さいたま市北区土呂町2-12-3
〒386-0005  長野県上田市古里79-8
〒260-0032  千葉市中央区登戸1-10-29
〒221-0834  横浜市神奈川区台町7-8-101
〒243-0434  神奈川県海老名市上郷959-1
〒197-0003  東京都福生市熊川985

【西部ブロック】
九 州 支 店
福 山 営 業 所
広 島 営 業 所
北九州営業所
熊 本 営 業 所

〒816-8551 福岡市博多区那珂5-3-41
〒721-0955 広島県福山市新涯町1-13-16
〒733-0833 広島市西区商工センター4-14-21
〒803-0836 北九州市小倉北区中井1-31-15
〒862-0913 熊本市尾ノ上1-9-20

【中部ブロック】

東部物流センター
中部物流センター
近畿物流センター

近畿物流センター

〒339-0042 さいたま市岩槻区府内3-1-5
〒485-0025 愛知県小牧市春日寺2-55
〒578-8533 大阪府東大阪市吉田本町1-3-30

名 古 屋 支 店 　
富 山 営 業 所
北 陸 営 業 所
松 本 営 業 所
沼 津 営 業 所
静 岡 営 業 所
浜 松 営 業 所
豊 橋 営 業 所
岡 崎 営 業 所
小 牧 営 業 所
鈴 鹿 営 業 所
八日市営業所

〒466-8533  名古屋市昭和区白金2-10-7
〒930-0831  富山市鍋田34-1
〒920-0027  金沢市駅西新町3-18-13
〒390-0828  長野県松本市庄内2-2-21
〒410-0058  静岡県沼津市沼北町2-10-12
〒422-8027  静岡市駿河区豊田3-2-34
〒435-0045  静岡県浜松市細島町6-1
〒441-8028  愛知県豊橋市立花町46-2
〒444-0863  愛知県岡崎市東明大寺町3-2
〒485-0025  愛知県小牧市春日寺2-55
〒510-0236  三重県鈴鹿市中江島町20-20
〒527-0039  滋賀県東近江市青葉町1-44

【物流センター】

【近畿ブロック】
大 阪 支 店
滋 賀 営 業 所
京 都 営 業 所
奈 良 営 業 所
西大阪営業所
西 淀 営 業 所
堺 営 業 所
神 戸 営 業 所
姫 路 営 業 所
岡 山 営 業 所
四 国 営 業 所

〒578-8511  大阪府東大阪市本庄西2-3-27
〒520-3024  滋賀県栗東市小柿6-9-2-1-1
〒612-8445  京都市伏見区竹田浄菩提院町97
〒639-1017  奈良県大和郡山市藤原町2-18
〒550-0003  大阪市西区京町堀2-6-28
〒555-0032  大阪市西淀川区大和田2-1-1
〒590-0943  堺市堺区車之町東2丁2-19
〒652-0805  神戸市兵庫区羽坂通3-7-15
〒670-0054  兵庫県姫路市南今宿3-26
〒700-0972  岡山市上中野2-1-7
〒761-0301  高松市林町2027-5

東部物流センター

中部物流センター

中部ブロック

東部ブロック

近畿ブロック西部ブロック


